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1. 2020年11月期の業績（2019年12月1日～2020年11月30日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2020年11月期 7,663 0.9 172 37.4 256 38.6 116 △17.2

2019年11月期 7,597 2.0 125 △22.5 184 △26.5 141 8.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2020年11月期 135.57 ― 3.5 3.3 2.2

2019年11月期 163.89 ― 4.4 2.5 1.6

（参考） 持分法投資損益 2020年11月期 ―百万円 2019年11月期 ―百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2020年11月期 8,015 3,329 41.5 3,865.58

2019年11月期 7,525 3,263 43.4 3,788.18

（参考） 自己資本 2020年11月期 3,329百万円 2019年11月期 3,263百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2020年11月期 393 △98 52 1,078

2019年11月期 440 142 △365 730

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2019年11月期 ― 25.00 ― 25.00 50.00 44 30.5 1.3

2020年11月期 ― 25.00 ― 25.00 50.00 44 36.9 1.3

2021年11月期(予想) ― 25.00 ― 25.00 50.00 ―

3. 2021年11月期の業績予想（2020年12月 1日～2021年11月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,700 13.7 200 4.4 250 2.5 150 18.8 174.13

通期 7,800 1.8 180 4.6 250 △2.5 125 7.0 145.10



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2020年11月期 1,057,980 株 2019年11月期 1,057,980 株

② 期末自己株式数 2020年11月期 196,556 株 2019年11月期 196,519 株

③ 期中平均株式数 2020年11月期 861,447 株 2019年11月期 860,682 株

　当社は「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、自己株式数には当該制度の保有する当社株式数が含まれております。また、株主資本において自己株式と
して計上されている当該制度に残存する当社の株式は、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数より控除する自己株式に含めており、また、「１
株当たり当期純利益」金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、後頁「１．経営
成績・財政状態に関する分析(1)経営成績に関する分析次期の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

(1）経営成績に関する分析

①当期の概況

当事業年度におけるわが国経済は、消費税率引き上げにより一部に弱い動きが見られるものの、雇用・所得環境

や設備投資などが横ばい圏で推移するなど、堅調なスタートを切りました。しかしながら、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大問題が発生したことで、インバウンド需要の落ち込みや企業活動が制限される等、雇用・所得環境

の悪化や個人消費の落ち込みが懸念されております。国外情勢においても、米中貿易摩擦問題や中東・北朝鮮など

の地政学リスク、米欧での政治的混乱を受けた国際金融市場の動揺に加え、こちらも新型コロナウイルス感染症の

感染拡大問題が世界的な広がりを見せ、国内情勢と同様に不透明な状況で推移しました。

当社を取り巻く建設コンサルタントおよび地質調査業界におきましては、災害復興関連業務のほか、2018年12月

に「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」が国により策定され、特に緊急に実施すべきハード・ソフ

ト対策については、３年間で集中的に実施され、当期受注にも貢献いたしました。

当社は事業内容の性質上、一般的に新型コロナウイルス感染症の影響を受けると考えられる事柄との関係性は低

い事業であり、現時点では着工中案件の中断等は無いものの、当社社員をはじめとする関係者の安全を最優先とす

る方針のもと、在宅勤務・時差通勤等を推奨し、予防や拡大防止に対して適切な管理体制を構築して対応しており

ます。

このような状況下においても、当社はコア技術を活かした点検、診断、維持対策工法検討など予防保全業務に注

力するとともに、地質リスクに対応した保有・先端技術を活かした提案力をもって、震災および豪雨災害等の復興

と国土強靭化推進業務をはじめとする自然災害・防災関連等の業務、道路・下水道維持管理をはじめとするインフ

ラメンテナンス業務、再生可能エネルギー、海洋資源開発等、関連業務に全社員協力一致のもと取り組んだ結果、

当事業年度の経営成績は、次のとおりとなりました。

受注高は、期首より堅調に推移したことに加え、大型案件確保が寄与し、86億89百万円（前事業年度比10億１百

万円増（13.0％増））となりました。

売上高は76億63百万円（前事業年度比66百万円増（0.9％増））、営業利益１億72百万円（前事業年度比46百万

円増（37.4％増））、経常利益２億56百万円（前事業年度比71百万円増（38.6％増））、当期純利益は１億16百万

円（前事業年度比24百万円減（17.2％減））となりました。

②次期の見通し

今後の当社を取り巻く経営環境は、閣議決定された国土強靱化５か年加速化対策に関連する河川整備・道路整備

や老朽化インフラの維持管理に係る業務、再生可能エネルギー、海洋資源開発、日本万国博覧会関連業務の需要が

期待されますが、引き続き厳しい受注競争が予測されます。こうした状況のもと、当社は長年現場で培ってきた現

場を診る力を活用し、当社の強みである地質・地盤調査と深く関わる分野での解析・検討・設計を伴う業務を増や

す方針とし、調査会社の強みを活かした業務展開を図ってまいります。

同時に地質調査技術の維持・伝承を促進し、全社協力連携体制の増強、多様な働き方の導入・促進、効率化の更

なる推進等の施策を展開して、収益性を重視した経営基盤強化に努めてまいります。

次期（第71期）の業績見通しにつきましては、売上高78億円、営業利益１億80百万円、経常利益２億50百万円、

当期純利益１億25百万円を予想しております。

(2）財政状態に関する分析

（資産、負債及び純資産の状況。当事業年度のキャッシュ・フローの状況）

当事業年度末における総資産の残高は80億15百万円（前事業年度末は75億25百万円）、純資産の残高は33億29百

万円（前事業年度末は32億63百万円）、現金及び現金同等物の残高は、10億78百万円（前事業年度末は７億30百万

円）となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、３億93百万円の増加（前事業年度は４億40百万円の増加）となりまし

た。

その主な内訳は、税引前当期純利益２億29百万円、減価償却費１億57百万円、未成調査受入金の増加３億47百万

円、たな卸資産の増加２億73百万円、仕入債務の減少１億44百万円、法人税等の支払額１億18百万円等があったこ

とによるものです。

- 2 -

川崎地質㈱(4673)　2020年11月期決算短信〔日本基準〕（非連結）



②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、98百万円の減少（前事業年度は１億42百万円の増加）となりました。

その主な内訳は、有形固定資産の取得による支出１億59百万円、投資有価証券の売却による収入24百万円等があ

ったことによるものであります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、52百万円の増加（前事業年度は３億65百万円の減少）となりました。そ

の主な内訳は、長期借入金の返済による支出１億15百万円、セール・アンド・リースバックによる収入93百万円、

短期借入金の増加１億円、長期借入金の借入による収入１億円、リース債務の返済による支出81百万円、配当金の

支払額44百万円等によるものであります。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、安定的な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、株主に対する利益還元を経営の重

要課題の一つとして認識しております。利益配分につきましては、継続的に安定した配当を行うとともに、経営体

質の強化と事業展開に備え、内部留保も拡充していくことを基本方針としております。

当期は中間配当金として１株当たり25円、期末配当金として１株あたり25円となります。

次期の年間配当金は50円を予定しております。

(4）事業等のリスク

①公共事業動向

当社は、官公庁・公共企業体をはじめとした公共部門との取引比率が高いことから、公共投資の動向により経営

成績は影響を受ける可能性があります。

②季節的変動

上記の事由により納期の関係もあり、当社決算月は11月ですが、売上高は第２四半期と第４四半期に集中すると

いう季節変動の傾向があります。

③退職給付債務

国債利回り等の変動により割引率や期待運用収益率の変更が余儀ない場合、経営成績は影響を受ける可能性があ

ります。
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２．企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び文化財調査コンサルタント㈱（関連会社）及びOHYA 

UNDERGROUND ENERGY ㈱（関連会社）の３社により構成されております。

　当社は建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに関連する測

量、建設計画、設計等の業務および工事を行っております。関連会社の文化財調査コンサルタント㈱は、主に微化石

分析と文化財調査を行っております。その一部は当社が発注しております。また、OHYA UNDERGROUND ENERGY ㈱は、

大谷石採石場跡地の地下水を利用し、環境保全を図りつつ熱供給を行う関連会社であります。当社は地下空間貯留水

管理業務を受託しております。

事業の系統図は次のとおりであります。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社の利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏しいため、会

計基準につきましては日本基準を適用しております。
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(単位：千円)

前事業年度
(2019年11月30日)

当事業年度
(2020年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 730,878 1,078,611

受取手形 21,500 4,915

完成調査未収入金 2,552,393 2,478,784

未成調査支出金 833,858 1,107,510

材料貯蔵品 907 875

前払費用 58,394 60,669

その他 60,033 10,755

貸倒引当金 △262 △248

流動資産合計 4,257,702 4,741,874

固定資産

有形固定資産

建物 1,077,461 1,090,238

減価償却累計額 △506,819 △527,058

建物（純額） 570,642 563,180

構築物 16,895 16,895

減価償却累計額 △16,566 △16,616

構築物（純額） 328 279

機械及び装置 1,006,193 1,056,321

減価償却累計額 △926,688 △961,920

機械及び装置（純額） 79,504 94,401

車両運搬具 1,092 1,092

減価償却累計額 △1,092 △1,092

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 100,594 94,019

減価償却累計額 △100,097 △93,587

工具、器具及び備品（純額） 496 431

土地 1,505,183 1,505,183

リース資産 356,134 361,180

減価償却累計額 △224,466 △191,961

リース資産（純額） 131,667 169,218

建設仮勘定 22,924 11,000

有形固定資産合計 2,310,748 2,343,695

無形固定資産

ソフトウエア 50,963 40,457

リース資産 12,790 58,927

電話加入権 13,180 13,180

無形固定資産合計 76,934 112,565

４．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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(単位：千円)

前事業年度
(2019年11月30日)

当事業年度
(2020年11月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 436,506 378,165

出資金 7,905 8,110

従業員に対する長期貸付金 6,106 3,570

長期営業債権 1,081 -

長期前払費用 142,523 130,224

繰延税金資産 137,555 162,573

差入保証金 60,734 61,249

その他 91,699 76,592

貸倒引当金 △4,081 △3,000

投資その他の資産合計 880,031 817,485

固定資産合計 3,267,714 3,273,746

資産合計 7,525,416 8,015,620

負債の部

流動負債

調査未払金 616,846 472,526

短期借入金 2,000,000 2,100,000

1年内返済予定の長期借入金 100,000 130,000

リース債務 65,394 69,404

未払金 28,752 32,757

未払費用 224,596 286,191

未払消費税等 95,304 62,148

未払法人税等 78,821 100,108

未成調査受入金 203,356 551,226

預り金 60,199 39,785

前受収益 748 748

流動負債合計 3,474,019 3,844,896

固定負債

長期借入金 100,000 55,000

リース債務 87,628 166,007

退職給付引当金 542,901 550,810

長期未払金 4,006 4,006

預り保証金 53,488 64,997

固定負債合計 788,024 840,821

負債合計 4,262,044 4,685,717
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(単位：千円)

前事業年度
(2019年11月30日)

当事業年度
(2020年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 819,965 819,965

資本剰余金

資本準備金 826,345 826,345

資本剰余金合計 826,345 826,345

利益剰余金

利益準備金 143,748 143,748

その他利益剰余金

買換資産圧縮積立金 82,208 82,208

別途積立金 1,126,000 1,126,000

繰越利益剰余金 689,511 761,839

利益剰余金合計 2,041,469 2,113,797

自己株式 △553,459 △553,531

株主資本合計 3,134,319 3,206,575

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 129,052 123,327

評価・換算差額等合計 129,052 123,327

純資産合計 3,263,372 3,329,902

負債純資産合計 7,525,416 8,015,620
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2018年12月１日
　至　2019年11月30日)

当事業年度
(自　2019年12月１日

　至　2020年11月30日)

売上高 7,597,027 7,663,581

売上原価 5,510,712 5,468,518

売上総利益 2,086,314 2,195,062

販売費及び一般管理費

役員報酬 63,767 69,312

給料及び手当 856,148 894,005

賞与 139,869 174,658

雑給 37,300 41,929

退職給付費用 25,918 31,635

法定福利費 162,597 166,928

旅費及び交通費 103,722 68,914

地代家賃 59,555 68,436

減価償却費 52,513 45,760

研究開発費 25,609 16,794

その他 434,146 444,653

販売費及び一般管理費合計 1,961,148 2,023,028

営業利益 125,166 172,034

営業外収益

受取利息 233 183

受取配当金 10,893 10,981

受取手数料 12,562 14,436

固定資産賃貸料 61,714 61,714

雑収入 2,563 28,441

営業外収益合計 87,966 115,758

営業外費用

支払利息 20,048 19,971

リース支払利息 6,477 10,912

雑損失 1,659 585

営業外費用合計 28,185 31,469

経常利益 184,947 256,323

特別利益

固定資産売却益 104,208 -

投資有価証券売却益 - 1,555

特別利益合計 104,208 1,555

特別損失

固定資産除却損 136 339

投資有価証券評価損 - 28,082

投資有価証券売却損 25,138 -

特別損失合計 25,275 28,421

税引前当期純利益 263,881 229,457

法人税、住民税及び事業税 112,867 136,616

法人税等調整額 9,960 △23,943

法人税等合計 122,828 112,673

当期純利益 141,053 116,784

（２）損益計算書
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前事業年度
（自　2018年12月１日

至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

至　2020年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 120,836 2.2 137,519 2.4

Ⅱ　人件費 1,368,970 25.3 1,424,927 24.8

Ⅲ　外注費 3,132,217 57.9 3,358,264 58.5

Ⅳ　経費 787,394 14.6 821,459 14.3

当期調査費用合計 5,409,419 100.0 5,742,171 100.0

期首未成調査支出金 935,151 833,858

合計 6,344,570 6,576,029

期末未成調査支出金 833,858 1,107,510

当期売上原価 5,510,712 5,468,518

前事業年度
（自　2018年12月１日

至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

至　2020年11月30日）

　１　原価計算の方法は個別原価計算によっております。 　１　原価計算の方法は個別原価計算によっております。

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

印刷費 20,979千円

旅費交通費 236,928

通信運搬費 33,580

地代家賃 51,558

賃借料 162,127

減価償却費 106,192
　

印刷費 14,848千円

旅費交通費 209,595

通信運搬費 35,893

地代家賃 48,713

賃借料 180,081

減価償却費 111,515
　

売上原価明細書

　（注）
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(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益剰
余金

当期首残高 819,965 826,345 － 826,345 143,748 54,116 1,126,000 622,293 1,946,158

当期変動額

剰余金の配当 △44,459 △44,459

当期純利益 141,053 141,053

買換資産圧縮積立金の
積立

28,092 △28,092 －

自己株式の取得

自己株式の処分 △1,283 △1,283

自己株式処分差損の
振替

1,283 1,283 △1,283 △1,283

株式給付信託による
自己株式の処分

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － 28,092 － 67,218 95,310

当期末残高 819,965 826,345 － 826,345 143,748 82,208 1,126,000 689,511 2,041,469

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合計

当期首残高 △558,567 3,033,901 110,834 110,834 3,144,736

当期変動額

剰余金の配当 △44,459 △44,459

当期純利益 141,053 141,053

買換資産圧縮積立金の
積立

－ －

自己株式の取得 △230 △230 △230

自己株式の処分 1,283 －

自己株式処分差損の
振替

－

株式給付信託による
自己株式の処分

4,054 4,054 4,054

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

18,217 18,217 18,217

当期変動額合計 5,107 100,417 18,217 18,217 118,635

当期末残高 △553,459 3,134,319 129,052 129,052 3,263,372

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自2018年12月１日　至2019年11月30日）
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(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益剰
余金

当期首残高 819,965 826,345 － 826,345 143,748 82,208 1,126,000 689,511 2,041,469

当期変動額

剰余金の配当 △44,456 △44,456

当期純利益 116,784 116,784

自己株式の取得 -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

-

当期変動額合計 - - - - - 72,327 72,327

当期末残高 819,965 826,345 - 826,345 143,748 82,208 1,126,000 761,839 2,113,797

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合計

当期首残高 △553,459 3,134,319 129,052 129,052 3,263,372

当期変動額

剰余金の配当 △44,456 - △44,456

当期純利益 116,784 - 116,784

自己株式の取得 △71 △71 - △71

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

- △5,725 △5,725 △5,725

当期変動額合計 △71 72,255 △5,725 △5,725 66,530

当期末残高 △553,531 3,206,575 123,327 123,327 3,329,902

当事業年度（自2019年12月１日　至2020年11月30日）
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2018年12月１日
　至　2019年11月30日)

当事業年度
(自　2019年12月１日

　至　2020年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 263,881 229,457

減価償却費 154,852 157,275

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,878 7,909

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △1,095

受取利息及び受取配当金 △11,126 △11,164

支払利息 20,048 19,971

投資有価証券売却損益（△は益） 25,138 △1,555

投資有価証券評価損益（△は益） - 28,082

固定資産売却損益（△は益） △104,208 -

固定資産除却損 136 339

売上債権の増減額（△は増加） 42,054 90,193

たな卸資産の増減額（△は増加） 101,691 △273,620

仕入債務の増減額（△は減少） 7,098 △144,319

未払消費税等の増減額（△は減少） 75,086 △33,155

未払費用の増減額（△は減少） 2,099 61,292

未成調査受入金の増減額（△は減少） △4,267 347,869

預り保証金の増減額（△は減少） △1,500 11,508

その他 △39,154 42,253

小計 526,953 531,241

利息及び配当金の受取額 11,126 11,165

利息の支払額 △26,391 △30,581

法人税等の支払額 △72,298 △118,448

法人税等の還付額 638 43

営業活動によるキャッシュ・フロー 440,028 393,420

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △65,968 △159,314

有形固定資産の売却による収入 176,000 -

無形固定資産の取得による支出 △843 △6,005

投資有価証券の売却による収入 45,418 24,818

貸付けによる支出 △2,400 -

貸付金の回収による収入 3,664 3,724

その他 △13,641 38,473

投資活動によるキャッシュ・フロー 142,230 △98,303

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 100,000

長期借入れによる収入 - 100,000

長期借入金の返済による支出 △100,000 △115,000

セール・アンド・リースバックによる収入 47,882 93,421

リース債務の返済による支出 △69,104 △81,375

自己株式の取得による支出 △230 △71

配当金の支払額 △44,458 △44,358

財務活動によるキャッシュ・フロー △365,910 52,615

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 216,347 347,733

現金及び現金同等物の期首残高 514,530 730,878

現金及び現金同等物の期末残高 730,878 1,078,611

（４）キャッシュ・フロー計算書
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）未成調査支出金

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2）材料貯蔵品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については定額法

主な耐用年数

建物　　　　　4年～47年

機械及び装置　2年～8年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）退職給付引当金

　従業員等の退職給付に備え、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

②　数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の費用処理方法

　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　　過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額を費用処理しております。

５．収益の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる業務については工事進行基準（業務の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の業務については工事完成基準を適用しております。
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６．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。特例処理の要件を満たした金利スワップ取引については特例処理

を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：変動金利の借入金

(3) ヘッジ方針

変動金利借入金の金利変動リスクをヘッジすることとしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについて、「金融商品会計に関する実務指針」に規定されている金利スワップ等の特例処

理の条件に該当するか否か、または、有効性の判断基準に該当するか否かをもって有効性の判定を行って

おります。

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動については僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の処理方法

　税抜方式を採用しております。

（未適用の会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日）

(1) 概要

　　収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

　　　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　　　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　　　ステップ３：取引価格を算定する。

　　　ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

　　　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2) 適用予定日

　　2022年11月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

　　影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。

（表示方法の変更）

該当事項はありません。
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前事業年度
（2019年11月30日）

当事業年度
（2020年11月30日）

建物 409,415千円 390,663千円

土地 1,225,895 1,225,895

計 1,635,310 1,616,558

前事業年度
（2019年11月30日）

当事業年度
（2020年11月30日）

短期借入金 970,000千円 960,000千円

１年内返済予定の長期借入金 100,000 100,000

長期借入金 100,000 －

計 1,170,000 1,060,000

（貸借対照表関係）

※１．担保に供している資産およびこれに対する債務は次のとおりであります。

(イ）担保に供している資産

(ロ）上記に対する債務

※２．

前事業年度（2019年11月30日）

　長期営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項第10号の破産更生債権等であります。
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前事業年度
（自　2018年12月１日

　　至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

　　至　2020年11月30日）

25,609千円 16,794千円

前事業年度
（自　2018年12月１日

至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

至　2020年11月30日）

土地 104,208千円 －千円

計 104,208 －

前事業年度
（自　2018年12月１日

至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

至　2020年11月30日）

建物 129千円 339千円

構築物 0 －

機械及び装置 7 0

工具、器具及び備品 0 0

計 136 339

（損益計算書関係）

※１．一般管理費に含まれる研究開発費

※２．固定資産売却益の内訳

※３．固定資産除却損の内訳
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当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式

普通株式 1,057,980 － － 1,057,980

合計 1,057,980 － － 1,057,980

自己株式

普通株式（注）１．２ 198,542 112 2,135 196,519

合計 198,542 112 2,135 196,519

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2019年２月27日

定時株主総会
普通株式 22,230 25 2018年11月30日 2019年２月28日

2019年７月11日

取締役会
普通株式 22,229 25 2019年５月31日 2019年８月９日

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2020年２月27日

定時株主総会
普通株式 22,228 利益剰余金 25 2019年11月30日 2020年２月28日

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自2018年12月１日　至2019年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．自己株式（普通株式）の増加112株は単元未満株式の買取によるものであります。

　　　２．自己株式（普通株式）の減少2,135株は「株式給付信託（ＢＢＴ）制度」の保有残高減少2,135株によるもので

あります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（注）2019年２月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）および株式給付信託

（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金2,370千円が含まれており、2019年７月11日開催の取締役会決議

による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）および株式給付信託（BBT）制度」が保有する当社株式に対

する配当金2,316千円が含まれております。

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（注）2020年２月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）および株式給付信託  

（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金2,316千円が含まれております。
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当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式

普通株式 1,057,980 － － 1,057,980

合計 1,057,980 － － 1,057,980

自己株式

普通株式（注）１．２ 196,519 37 － 196,556

合計 196,519 37 － 196,556

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2020年２月27日

定時株主総会
普通株式 22,228 25 2019年11月30日 2020年２月28日

2020年７月10日

取締役会
普通株式 22,228 25 2020年５月31日 2020年８月７日

（決議予定） 株式の種類
配当金の総額

（千円）
配当の原資

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2021年２月25日

定時株主総会
普通株式 22,227 利益剰余金 25 2020年11月30日 2021年２月26日

当事業年度（自2019年12月１日　至2020年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式（普通株式）の増加37株は単元未満株式の買取によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（注）2020年２月27日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）および株式給付信託

（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金2,316千円が含まれており、2020年７月10日開催の取締役会決議

による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）および株式給付信託（BBT）制度」が保有する当社株式に対

する配当金2,249千円が含まれております。

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（注）2021年２月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）および株式給付信託  

（BBT）制度」が保有する当社株式に対する配当金2,249千円が含まれております。
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前事業年度
（自　2018年12月１日

至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

至　2020年11月30日）

現金及び預金勘定 730,878千円 1,078,611千円

現金及び現金同等物期末残高 730,878 1,078,611

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（リース取引関係）

（借主側）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

　主として事務機器等の備品であります。

（イ）無形固定資産

　ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 730,878 730,878 －

(2）受取手形 21,500 21,500 －

(3）完成調査未収入金 2,552,393 2,552,393 －

(4）投資有価証券 415,506 415,506 －

資産計 3,720,278 3,720,278 －

(1）調査未払金 616,846 616,846 －

(2）短期借入金 2,000,000 2,000,000 －

(3）長期借入金（※１） 200,000 201,204 1,204

負債計 2,816,846 2,818,051 1,204

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、必要な資金を主に銀行借入で調達しております。また、一時的な余資は運転資金として利用し　

ており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び完成調査未収入金については、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主として長期保有目的の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である調査未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払いであります。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備等投資資金（長期）であり、償還日（又は返済期

日）は決算後、最長で２年２ヵ月であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権につきましては、販売管理規程に従い、各支社支店が取引先の状況を定期的にモニタリング

し、残高を管理するとともに回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　投資有価証券は、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

前事業年度（2019年11月30日）

(※１)　１年内返済予定の長期借入金を含めております。
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貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 1,078,611 1,078,611 －

(2）受取手形 4,915 4,915 －

(3）完成調査未収入金 2,478,784 2,478,784 －

(4）投資有価証券 357,165 357,165 －

資産計 3,919,476 3,919,476 －

(1）調査未払金 472,526 472,526 －

(2）短期借入金 2,100,000 2,100,000 －

(3）長期借入金（※１） 185,000 185,757 757

負債計 2,757,526 2,758,284 757

（単位：千円）

区分
前事業年度

（2019年11月30日）
当事業年度

（2020年11月30日）

非上場株式 21,000 21,000

当事業年度（2020年11月30日）

(※１)　１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1）現金及び預金　(2）受取手形　(3）完成調査未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(4）投資有価証券

　投資有価証券の時価については、全て株式であるため取引所の価格によっております。

負債

(1）調査未払金　(2）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3）長期借入金

　長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております（ただし、金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による

長期借入金（後記「デリバティブ取引関係」注記参照）は、当該金利スワップと一体として処理された元利

金の合計額を、残存期間に対応した同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。）。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金合計

額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4) 投

資有価証券」には含めておりません。
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１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

(1) 現金及び預金 730,878 － － －

(2) 受取手形 21,500 － － －

(3) 完成調査未収入金 2,552,393 － － －

合計 3,304,771 － － －

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

(1) 現金及び預金 1,078,611 － － －

(2) 受取手形 4,915 － － －

(3) 完成調査未収入金 2,478,784 － － －

合計 3,562,311 － － －

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

長期借入金 100,000 100,000 － －

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

長期借入金 130,000 55,000 － －

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（2019年11月30日）

当事業年度（2020年11月30日）

４．長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（2019年11月30日）

当事業年度（2020年11月30日）
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種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 380,745 175,614 205,130

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 380,745 175,614 205,130

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 34,761 55,771 △21,010

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 34,761 55,771 △21,010

合計 415,506 231,386 184,120

種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1）株式 340,170 160,035 180,134

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 340,170 160,035 180,134

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1）株式 16,995 19,808 △2,812

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 16,995 19,808 △2,812

合計 357,165 179,844 177,321

（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（2019年11月30日）

　（注）非上場株式（貸借対照表計上額 21,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

当事業年度（2020年11月30日）

　（注）非上場株式（貸借対照表計上額 21,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

(1）株式 45,418 － 25,138

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 45,418 － 25,138

種類 売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）

(1）株式 24,818 1,555 －

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 24,818 1,555 －

２．事業年度中に売却したその他有価証券

前事業年度（自　2018年12月１日　至　2019年11月30日）

当事業年度（自　2019年12月１日　至　2020年11月30日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
(千円)

金利スワップの特例処

理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動 長期借入金 120,000 60,000 －（注）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
(千円)

金利スワップの特例処

理

金利スワップ取引

支払固定・受取変動 長期借入金 60,000 － －（注）

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

前事業年度（2019年11月30日）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

当事業年度（2020年11月30日）

（注）　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

- 24 -

川崎地質㈱(4673)　2020年11月期決算短信〔日本基準〕（非連結）



(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高（千円） 964,501

　勤務費用（千円） 53,701

　利息費用（千円） 477

　数理計算上の差異の発生額（千円） 5,000

　退職給付の支払額（千円） △43,304

退職給付債務の期末残高（千円） 980,376

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高（千円） 385,501

　期待運用収益（千円） 385

　数理計算上の差異の発生額（千円） 7,548

　事業主からの拠出額（千円） 32,819

　退職給付の支払額（千円） △16,768

年金資産の期末残高（千円） 409,485

積立型制度の退職給付債務（千円） 489,972

年金資産（千円） △409,485

80,487

非積立型制度の退職給付債務（千円） 490,403

未積立退職給付債務（千円） 570,890

未認識数理計算上の差異（千円） △27,989

未認識過去勤務費用（千円） －

貸借対照表上に計上された負債と資産の純額（千円） 542,901

退職給付引当金(千円） 542,901

貸借対照表に計上された負債と資産の純額（千円） 542,901

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用（千円） 53,701

利息費用（千円） 477

期待運用収益（千円） △385

数理計算上の差異の費用処理額（千円） 10,566

過去勤務費用の費用処理額（千円） △9,883

確定給付制度に係る退職給付費用（千円） 54,477

（退職給付関係）

前事業年度（自　2018年12月１日　至　2019年11月30日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付年金制度および退職一時金制度ならびに企業年金基金制度を設けて

おります。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされな

い割増退職金を支払うことがあります。この他、退職給付制度とは別枠の従業員の福利厚生サービスの一環とし

て、「株式給付信託（J-ESOP）制度」を導入しております。

２．確定給付制度

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表
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(5）年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　　債券 15.9％

　　株式 22.5％

　　一般勘定 60.2％

　　その他 1.4％

　　合計 100.0％

年金資産の額（千円） 19,544,474

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（千円）
15,731,295

差引額（千円） 3,813,179

　　②長期期待運用収益等の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　　当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

　　割引率　0.0～0.1％

　　期待運用収益率　0.1％

３．複数事業主制度に係る企業年金制度

　　複数事業主制度に係る企業年金制度として、全国そうごう企業年金基金に加入しておりますが自社の拠出に対応す

る年金資産の額が合理的に計算できないため、「退職給付に係る会計基準注解」注12に定める処理を行っておりま

す。なお、当事業年度における同基金への要拠出額は29,205千円であります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

　　　当事業年度　2.96％（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

(3) 補足説明

　　　上記(1)の差引額の主な要因は、

　　別途積立金　　　　3,813,179千円であります。

　なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。
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(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高（千円） 980,376

　勤務費用（千円） 54,348

　利息費用（千円） －

　数理計算上の差異の発生額（千円） 16,347

　退職給付の支払額（千円） △40,509

退職給付債務の期末残高（千円） 1,010,562

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高（千円） 409,485

　期待運用収益（千円） 409

　数理計算上の差異の発生額（千円） 6,005

　事業主からの拠出額（千円） 32,841

　退職給付の支払額（千円） △17,337

年金資産の期末残高（千円） 431,404

積立型制度の退職給付債務（千円） 510,866

年金資産（千円） △431,404

79,461

非積立型制度の退職給付債務（千円） 499,696

未積立退職給付債務（千円） 579,158

未認識数理計算上の差異（千円） △28,347

未認識過去勤務費用（千円） －

貸借対照表上に計上された負債と資産の純額（千円） 550,810

退職給付引当金(千円） 550,810

貸借対照表に計上された負債と資産の純額（千円） 550,810

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用（千円） 54,348

利息費用（千円） －

期待運用収益（千円） △409

数理計算上の差異の費用処理額（千円） 9,984

過去勤務費用の費用処理額（千円） －

確定給付制度に係る退職給付費用（千円） 63,923

当事業年度（自　2019年12月１日　至　2020年11月30日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付年金制度および退職一時金制度ならびに企業年金基金制度を設けて

おります。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされな

い割増退職金を支払うことがあります。この他、退職給付制度とは別枠の従業員の福利厚生サービスの一環とし

て、「株式給付信託（J-ESOP）制度」を導入しております。

２．確定給付制度

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表
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(5）年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　　債券 15.7％

　　株式 22.1％

　　一般勘定 59.8％

　　その他 2.5％

　　合計 100.0％

年金資産の額（千円） 20,345,054

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（千円）
16,160,010

差引額（千円） 4,185,044

　　②長期期待運用収益等の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　　当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

　　割引率　0.0％

　　期待運用収益率　0.1％

３．複数事業主制度に係る企業年金制度

　　複数事業主制度に係る企業年金制度として、全国そうごう企業年金基金に加入しておりますが自社の拠出に対応す

る年金資産の額が合理的に計算できないため、「退職給付に係る会計基準注解」注12に定める処理を行っておりま

す。なお、当事業年度における同基金への要拠出額は29,651千円であります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合

　　　当事業年度　2.99％（自　2019年４月１日　至　2020年３月31日）

(3) 補足説明

　　　上記(1)の差引額の主な要因は、

　　別途積立金　　　　4,185,044千円であります。

　なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（持分法損益等）

財務諸表等規則第８条の９の規定により、関連会社の損益等に重要性が乏しいため記載を省略しております。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

該当事項はありません。

（単位：千円）

前事業年度
（自　2018年12月１日

至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

至　2020年11月30日）

貸借対照表計上額

期首残高 1,532,954 1,514,898

期中増減額 △18,055 1,029

期末残高 1,514,898 1,515,927

期末時価 2,285,382 2,448,330

（単位：千円）

前事業年度
（自　2018年12月１日

至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

至　2020年11月30日）

賃貸等不動産とし

て使用される部分

を含む不動産

賃貸収益 55,474 61,714

賃貸費用 22,377 27,869

差額 33,097 33,845

その他（売却損益等） － －

（賃貸等不動産関係）

  当社では、主に東京都港区内において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用オフィスビルを所有しており

ます。なお、その一部については、当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産

としております。

  当該賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価

は次のとおりであります。

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前事業年度の主な減少は減価償却（18,055千円）であります。当事業年度の主な増加は

改修に伴う資産増（19,197千円）であり、主な減少は減価償却（18,149千円）であります。

３．事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による「不動産鑑定評価書」に基づいております。

　また、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する期中における損益は次のとおりであります。

（注）賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、オフィスとして当社が使用している部分も含むため、当

該部分の賃貸収益及び当該不動産に係る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）は、計上されており

ません。
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顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント

国土交通省 1,345,343 　（注）

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント

国土交通省 1,788,481 　（注）

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自2018年12月１日　至2019年11月30日）

　当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに関連

する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一セグメントであり、重要性が乏しいため、記載を省略

しております。

当事業年度（自2019年12月１日　至2020年11月30日）

　当社は、建設工事に関連する地質調査、土質調査を中心に環境・防災・海洋調査業務等を行い、これらに関連

する測量、建設計画、設計等の業務および工事を営む単一セグメントであり、重要性が乏しいため、記載を省略

しております。

【関連情報】

前事業年度（自2018年12月１日　至2019年11月30日）

(1) 製品及びサービスごとの情報

　　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

(2) 地域ごとの情報

　ａ．売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　ｂ．有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

(3) 主要な顧客ごとの情報

（注）当社は単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。

当事業年度（自2019年12月１日　至2020年11月30日）

(1) 製品及びサービスごとの情報

　　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。

(2) 地域ごとの情報

　ａ．売上高

　　　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　ｂ．有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

(3) 主要な顧客ごとの情報

（注）当社は単一セグメントであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自  2018年12月１日  至  2019年11月30日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自  2019年12月１日  至  2020年11月30日）

　該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自  2018年12月１日  至  2019年11月30日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自  2019年12月１日  至  2020年11月30日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自  2018年12月１日  至  2019年11月30日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自  2019年12月１日  至  2020年11月30日）

　該当事項はありません。

（関連当事者情報）

前事業年度（自2018年12月１日　至2019年11月30日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自2019年12月１日　至2020年11月30日）

　該当事項はありません。

- 31 -

川崎地質㈱(4673)　2020年11月期決算短信〔日本基準〕（非連結）



前事業年度
（自　2018年12月１日

至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

至　2020年11月30日）

１株当たり純資産額 3,788円18銭

１株当たり当期純利益 163円89銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 3,865円58銭

１株当たり当期純利益 135円57銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

前事業年度
（自　2018年12月１日

至　2019年11月30日）

当事業年度
（自　2019年12月１日

至　2020年11月30日）

１株当たり当期純利益

当期純利益（千円） 141,053 116,784

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 141,053 116,784

期中平均株式数（株） 860,682 861,447

（１株当たり情報）

（注）１．「株式給付信託（ＢＢＴ）」制度に残存する当社の株式は、「１株当たり純資産額」を算定するための期末発

行済株式数から控除する自己株式に含め、「１株当たり当期純利益」を算定するための普通株式の期中平均株

式数の計算において控除する自己株式に含めております。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

- 32 -

川崎地質㈱(4673)　2020年11月期決算短信〔日本基準〕（非連結）



５．その他

(1) 役員の異動

①　代表者の異動

　　該当事項はありません。

②　その他の役員の異動

・新任取締役候補

　取締役執行役員経営管理本部長　　　関　　昌一（現　執行役員経営管理本部長）

・退任予定取締役

　　顧問　　　　　　　　　　　　　　　五藤　幸晴（現　取締役執行役員経営管理本部管掌兼法務部長）

③　就任予定日

　　2021年２月25日

(2) その他

　該当事項はありません。
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